
医療法人徳洲会 介護老人保健施設まつど徳洲苑サービス重要事項説明書 

（令和 7 年 11 月 1 日現在） 

サービス提供の開始にあたり、当施設が説明すべき事項は次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者の名称 医療法人徳洲会 

事務所の所在地 大阪府大阪市北区梅田 1 丁目 3 番 1-1200 号  

代表者の氏名 東上 震一 

事業者の連絡先 06-6346-2888 

 

 

２．ご利用施設 

事業所の名称 介護老人保健施設まつど徳洲苑 

事業所の所在地 千葉県松戸市幸田 180 番地１ 

電話番号 047-309-7172 

FAX 番号 047-309-5125 

介護保険事業所番号 介護老人保健施設 （1252480148 号）5248004 

管理者(施設長)の氏名 水野 和子 

開設年月日 平成 18 年 9 月 1 日 

 

 

３．介護老人保健施設の目的と運営方針 

   介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常生活上の援助など

の介護保健施設サービスを提供することで利用者の能力に応じた日常生活を営むことができるようにし、１日

でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援すること、また、ご利用者が居宅での生活を１日でも長

く継続できるよう短期入所療養介護や通所リハビリテーションといったサービスを提供し、在宅ケアを支援す

ることを目的とした施設です。 

 

 

４．施設の概要 

 （１）構造等 

敷   地 6,566.06 ㎡ 

建 物 

構  造 鉄筋コンクリート造り 地上 4 階建 

延べ床面積 6,159.58 ㎡ 

利用定員 
入所 １００名（うち認知症専門棟３６名） 

通所  ３０名 

 

 

 

 

 

 



 （２）療養室 

フロアーの種類 居室の種類 室  数 

２階  一般療養棟 32 床 
個 室 20 室 

4 人室 3 室 

３階  一般療養棟 32 床 
個 室 20 室 

4 人室 3 室 

４階  認知症専門棟 36 床 
個 室 12 室 

4 人室 6 室 

 

居室の変更について 

① ご利用者及びご家族から居室の変更希望の申し出があった場合は、療養室全体の状況を鑑みて、施設でその

可否を決定します。 

② ご利用者の心身の状況及び療養等全体の環境等の変化により入所後に居室を変更する場合があります。予め

ご了承ください。 

 

 

５．職員体制及び職務内容 

①職員体制 

職種 人員基準 常勤換算 職種 人員基準 常勤換算 

管理者 1.0 1.0 理学療法士 

2.0 2.0 以上 医師 1.0 1.0 作業療法士 

薬剤師 0.3 0.3 以上 言語聴覚士 

看護職員 9.0 9.0 以上 管理栄養士 1.0 3.0 

介護職員 25.0 25.0 以上 調理師 適当数  

支援相談員 1.0 1.0 以上 事務職員  必要数以上 

介護支援専門員 1.0 1.0 以上 その他職員   

 

・「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場合に加

えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週 30 

時間以上の勤務で「常勤」として扱う 

・「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤

務制度等を利用する場合、週 30 時間以上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱う 

 

②職務内容 

 （１）管理者（医師兼務）   

ご利用者の健康管理、薬剤の処方等の診療業務。職員の管理・教育・指導。  

（２）薬剤師   

ご利用者への薬剤指導及び薬品管理を行います。  

（３）看護職員  

医師の指示に基づき、ご利用者の健康管理や診療の補助、療養上の看護を行うほか、利用者の施設サービ

ス計画に基づく看護を行います。 

（４）介護職員   

ご利用者の施設サービス計画に基づく介護を行います。 



 

（５）管理栄養士   

  栄養ケアマネジメント計画書の作成。 

栄養並びにご利用者の身体の状況等を考慮した食事の提供が行えるよう給食業務を行います。 

（６）理学療法士・作業療法士   

リハビリテーション実施計画書の作成業務。 

身体機能の評価の上日常生活を営むのに必要な機能を維持回復、又はその減退を防止する為の機能訓練を

担当します。  

 （７）言語聴覚士 

   ご利用者の嚥下力の回復、摂食障害の改善、経口移行への支援、経口維持へのリハビリテーションを実施

計画に基づき実施します。 

（８）支援相談員   

ご利用者及びそのご家族等の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが提供できるよう事業所内の

サービスの調整、他機関との連携を図ります。  

（９）介護支援専門員   

ご利用者に係わる施設サービス計画書（ケアプラン）の作成業務を行います。  

市区町村から委託を受けて、介護保険認定調査を代行する場合もあります。 

（１０）事務員   

事務一般・請求業務・管理業務 

（１１）調理師・厨房員 

  ご利用者の食事・調理業務 

 

 

６．利用料金 

介護保険負担分は一月あたりの介護保険施設サービス費の総単位数に介護職員処遇等改善加算（Ⅰ）：７．５％

（１単位未満の端数四捨五入）を乗じ、さらに地域加算として１単位＝松戸市：１０.４５円（１円未満の端

数切り捨て）を乗じられた額から各自の介護保険負担割合となります 

 

①  介護保健施設サービス費（基本型（ⅰ・ⅲ）・在宅強化型（ⅱ・ⅳ）） 

介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度及び居室の療養環境によって利用料が異なります。 

以下は１日あたりの 1 割負担の場合の自己負担分です。 

 個室（ⅰ） 多床室（ⅲ） 個室（ⅱ） 多床室（ⅳ） 

要介護１ 717 単位 793 単位 788 単位 871 単位 

要介護２ 763 単位 843 単位 863 単位 947 単位 

要介護３ 828 単位 908 単位 928 単位 1014 単位 

要介護４ 883 単位 961 単位 985 単位 1072 単位 

要介護５ 932 単位 1012 単位 1040 単位 1125 単位 

 

＊介護保健施設サービス費はⅰ～ⅳの 4 通り、厚生労働大臣が定めた施設基準によりいずれかが適用されます。 

 

＊利用者負担割合は次の通りとなります。年金収入等 340 万円以上（463 万円以上）、3 割/年金収入等 280 万

円以上（346 万円以上）、2 割/年金収入等 280 万円未満 1 割となります。詳細は市区町村にてお問合せくだ

さい。（同一世帯 65 歳以上の人数が 2 人以上の場合） 

 

②  要介護認定者に介護保健施設サービスを提供した際に、その対価として支払われる介護保険報酬は次の通

りです。１日あたりまた 1 月あたりの 1 割負担の場合の自己負担分報酬単価です。 

 

＊上記介護保健施設サービス費の他に、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）・（Ⅱ）・（Ⅲ）のいずれか・夜勤職員配

置加算(２４単位/日)が加算されます。 



 ◎サービス提供体制強化加算：サービスの質の向上や職員のキャリアアップを推進する観点から、より介護福

祉士割合や勤続年数の長い介護福祉士の割合が高い事業者を評価する新たな区分を設けまた、勤続年数が一

定以上の職員の割合を要件とする。サービス提供体制強化加算（Ⅰ）(２２単位/日)、（Ⅱ）(１８単位/日)、

（Ⅲ）(６単位/日)  

 

＊入所前後訪問指導加算（Ⅰ）（４５０単位/回） 

ご入所期間が１月を超えると見込まれる場合、ご入所予定日前３０日以内又はご入所後７日以内にご退所後生活

する居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合、１回を限度と

して加算されます。 

 

＊入所前後訪問指導加算（Ⅱ）（４８０単位/回） 

退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定にあたり、生活機能の具体的な改善目標を定める

とともに、退所後の生活に係る支援計画を策定した場合には加算されます。 

 

＊初期加算Ⅰ(６０単位/日) 

急性期医療を担う医療機関の一般病棟への入院後３０日以内に退院し、介護老人保健施設に入所した者につい

て、１日につき所定単位数を加算する。ただし、初期加算（Ⅱ）を算定している場合は、算定しない。 

 

＊初期加算Ⅱ(３０単位/日) 

ご入所後３０日間または、施設サービス終了後９０日間（認知症自立度Ⅲ以上の方は３０日間）経過後再入所

された場合、加算されます。ただし、初期加算（Ⅰ）を算定している場合は、算定しない。 

 

＊短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）(２５８単位/日) 

入所者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、その入所の日

から起算して３月以内の期間に集中的にリハビリテーションを行った場合であって、かつ、原則として入所時

及び１月に１回以上ＡＤＬ等の評価を行うとともに、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、必要に応

じてリハビリテーション計画を見直していること。ご入所の日から起算して３月以内、１週間に３回以上とし

て加算されます。 

 

＊短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）(２００単位/日) 

入所者に対して、医師等が、その入所の日から起算して３月以内の期間に集中的にリハビリテーションを行っ

ていること。 

 

＊認知症短期集中リハビリテーション加算Ⅰ(２４０単位/日)  

軽度の認知症であり、リハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると医師が判断し、集中的にリ

ハビリテーションを実施した場合、ご入所の日から起算して３月以内、１週間に３回を限度として加算されま

す。 

（1）リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が適切に配置されていること。 

（2）リハビリテーションを行うに当たり、入所者数が、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の数に対して適

切なものであること。 

（3）入所者が退所後生活する居宅又は社会福祉施設等を訪問し、当該訪問により把握した生活環境を踏まえたリ

ハビリテーション計画を作成していること。 

 

＊認知症短期集中リハビリテーション加算Ⅱ(１２０単位/日) 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）の（１）及び（２）に該当するものであること。 

 

＊認知症ケア加算(７６単位/日) 

認知症専門棟にご入所の場合、加算されます。 

 

＊認知症専門ケア加算（Ⅰ）（３単位/日） 
ア 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が利用者の２分の１以上  



イ 認知症介護実践リーダー研修等修了者を認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者が２０人未満の場合は 

１以上、２０人以上の場合は１に当該対象者の数が１９を超えて１０又は端数を増すごとに１を加えて得た 

数以上配置  

ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合  

エ 当該事業所の従業者に対し、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催 

 

＊認知症専門ケア加算（Ⅱ）（４単位/日） 
ア 認知症専門ケア加算（Ⅰ）のイ・エの要件を満たすこと  

イ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者が利用者の 100 分の 20 以上  

ウ 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、専門的な認知症ケアを実施した場合  

エ 認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施  

オ 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定 

 

＊認知症チームケア推進加算（Ⅰ）（１５０単位/月） 

（1）事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とす

る認知症の者の占める割合が２分の１以上。 

（2）認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応に資する認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了

している者又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資するケアプログラ

ムを含んだ研修を修了した者を１名以上配置し、かつ、複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状

に対応するチームを組んでいる。 

（3）対象者に対し、個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、その評価に基づく値を測定し、認知

症の行動・心理症状の予防等に資するチームケアを実施。 

（4）認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、認知

症の行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を実施。 

 

＊認知症チームケア推進加算（Ⅱ）（１２０単位/月） 

・（Ⅰ）の（1）、（3）及び（4）に掲げる基準に適合。 

・ 認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、

かつ、複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいる。 

 

＊リハビリテーションマネジメント計画書情報加算Ⅰ （５３単位／月） 

・入所者ごとのリハビリテーション計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出していること。必要に応じてリハ

ビリテーション計画の内容を見直す等、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その他リハビリテー

ションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

・口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。 

・入所者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員

その他の職種の者が、リハビリテーション計画の内容等の情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実

施のために必要な情報、入所者の口腔の健康状態に関する情報及び入所者の栄養状態に関する情報を相互に共

有すること。 

・共有した情報を踏まえ、必要に応じてリハビリテーション計画の見直しを行い、見直しの内容について、関係

職種間で共有していること。 

 

＊リハビリテーションマネジメント計画書情報加算Ⅱ （３３単位／月） 

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が協働し、リハビリテーション実施計画を入所者又はその家族

に説明し、継続的にリハビリテーションの質を管理していること。 入所者ごとのリハビリテーション計画書の

内容等の情報を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリテーシ

ョンの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合、加算されます。 

 

＊若年性認知症利用者受入加算(１２０単位/日) 

若年性認知症の診断を受けご入所された場合、加算されます。 

 



＊以下の①②③全てに該当する場合には、ターミナルケア加算（死亡日以前３１日～４５日は 72 単位/日、４～

30 日は 160 単位/日、死亡日以前 2 日又は 3 日は 910 単位/日、死亡日は 1，900 単位/日）が加算されます。 

①医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。 

②入所者又はその家族の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成されていること。 

③医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時説明を行い、同意を得て

ターミナルケアが行われていること。 

 

＊栄養マネジメント強化加算 （１１単位／日） 

・管理栄養士を常勤換算方式で入所者の数を７０で除して得た数以上配置すること。 

低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、 医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した栄養ケア計画に

従い、食事の観察（ミールラウンド）を週３回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等 を踏まえた食事の

調整等を実施すること 入所者が、退所する場合において、管理栄養士が退所後の食事に関する相談支援を行

うこと。 

 ・低栄養状態のリスクが低い入所者にも、食事の際に変化を把握し、問題がある場合は、早期に対応すること。 

 ・入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他

継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のため に必要な情報を活用していること。 

上記３点の要件を満たした場合、加算されます。 

 

＊口腔衛生管理加算（Ⅰ）（９０単位/月） 

入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、

各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならないことを規定。 

 ※「計画的に」とは、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、口腔ケアを月２回以上行い、介護

職員に対する口腔衛生に係る技術的助言及び指導を年２回以上実施することで加算されます。 

 

*口腔衛生管理加算（Ⅱ）（１１０単位/月） 

加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の

管理 の実施に当たって、当該情報その他口腔衛生等の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し

ていることで加算されます。 

 

＊外泊された場合には、外泊初日と最終日以外は上記施設利用料に代えて外泊時費用（３６２単位/日）となりま

す。１月に６日以内を限度尚、居住費・特別な室料につきましては、外泊時も加算されます。 

 また、当該入所者に対して居宅における外泊を認め、施設が在宅サービスを提供した場合、１月に６日を限度

として所定単位数に代えて、外泊時費用（在宅サービスを利用する場合）（８００単位/日）を算定されます。

但し、入院や外泊時に算定できる現行の「外泊時費用（３６２単位/日）」との同時算定はされない。 

 

＊療養食加算（６単位/回（１日に３回を限度）） 

当施設医師の発行する食事箋に基づき療養食が提供された場合、上記施設利用料に加算されます。（療養食とは

糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、痛風食及び特別な場合の検査食

が該当します。） 

 

＊再入所時栄養連携加算（２００単位/回） 

厚生労働大臣が定める特別食等が必要な者に対し栄養に関する指導又はカンファレンスに同席し、医療機関 の

管理栄養士と連携して、二次入所後の栄養ケア計画を作成する。入所者 1人につき 1回を限度 

 

＊経口移行加算(２８単位/日) 

経管により食事を摂取しているご利用者について、経口摂取を進めるために、医師の指示に基づく栄養管理及び

支援を行った場合、加算されます。 

 

＊経口維持加算Ⅰ(４００単位/月) 

経口より食事を摂取しているが摂食機能障害があり、誤嚥が認められるご利用者について、ご利用者の栄養管

理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための



経口維持計画が作成され、栄養管理を行った場合、加算されます。 

 

＊経口維持加算Ⅱ(１００単位/月) 

さらに経口維持加算Ⅰ(４００単位/月)が算定している場合であって、ご利用者の経口による継続的な食事の摂

取を支援するための食事の観察及び会議等に医師、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合、加

算されます。 

 

＊褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） （３単位／月） 

イ 入所者又は利用者ごとに、施設入所時又は利用開始時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発生と関

連のあるリスクについて、施設入所時又は利用開始時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価するこ

と。 

ロ イの確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に当たって、当該情報その他褥

瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ハ イの確認の結果、褥瘡が認められ、又はイの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者又

は利用者ごとに、医師、看護師、介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、

褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していること。 

ニ 入所者又は利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者又は

利用者の状態について定期的に記録していること。 

ホ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者又は利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直していること。 

 

＊褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） （１３単位／月） 

褥瘡対策指導管理（Ⅰ）に係る基準を満たし、施設入所時の評価の結果、褥瘡の認められた入所者等について、

当該褥瘡が治癒したこと、又は褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、褥瘡の発生のないこと 

 

＊排せつ支援加算（Ⅰ）（１０単位／月） 

イ 排せつに介護を要する入所者等ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携した看

護師が施設入所時等に評価するとともに、少なくとも６月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労

働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用していること。 

また、排せつ状態の改善等について評価に加え、尿道カテーテルの抜去についても評価を行う。 

 ロ イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者について、医師、看護師、

介護支援専門員等が共同して、排せつに介 護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、

当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。 

 ハ イの評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者等ごとに支援計画を見直していること。 

イ・ロ・ハの要件を満たした場合、加算されます。 

   

＊排せつ支援加算（Ⅱ）（１５単位／月） 

排せつ⽀援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を⾏うことにより、要介護状態

の軽減が⾒込まれる者について、施設⼊所時等と⽐較して、排尿・排便の状態の少なくとも⼀⽅が改善すると

ともに、いずれにも悪化がない⼜はおむつ使⽤ありから使⽤なしに改善している。 

又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置されていた者について、尿道カテーテルが抜去されたこ

と。 

 

＊排せつ支援加算（Ⅲ）（２０単位／月） 

排せつ⽀援加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施設等において、適切な対応を⾏うことにより、要介護状態

の軽減が⾒込まれる者について、施設⼊所時等と⽐較して、排尿・排便の状態の少なくとも⼀⽅が改善すると

ともに、いずれにも悪化がないかつ、おむつ使⽤ありから使⽤なしに改善していること。 
又は施設入所時・利用開始時に尿道カテーテルが留置されていた者について、尿道カテーテルが抜去されたこ

と。施設におけるポリファーマシー解消の取組を推進する観点から、入所前の主治医と連携して薬剤を評価・

調整した場合に加え、施設において薬剤を評価・調整した場合を評価する新たな区分を設ける。その上で、入

所前の主治医と連携して薬剤を評価・調整した場合の区分を高く評価する。 

  ア 処方を変更する際の留意事項を医師、薬剤師及び看護師等の多職種で共有し、処方変更に伴う病状の悪化や



新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて総合的に評価を行うこと。 

イ 入所前に６種類以上の内服薬が処方されている方を対象とすること。 

ウ 入所者やその家族に対して、処方変更に伴う注意事項の説明やポリファーマシーに関する一般的な注意の啓

発を行うこと。 

 

＊かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）（イ１４０単位/回） 

 ①医師又は薬剤師が高齢者の薬物療法に関する研修を受講すること。 

②入所後１月以内に、状況に応じて入所者の処方の内容を変更する可能性があることについて主治の医師に説

明し、合意していること。 

② 入所前に当該入所者に６種類以上の内服薬が処方されており、施設の医師と当該入所者の主治の医師が共同

し、入所中に当該処方の内容を総合的に評価及び調整し、かつ、療養上必要な指導を行うこと。 

③ 入所中に当該入所者の処方の内容に変更があった場合は医師、薬剤師、看護師等の関係職種間で情報共有を

行い、変更後の入所者の状態等について、多職種で確認を行うこと。 

④ 入所時と退所時の処方の内容に変更がある場合は変更の経緯、変更後の入所者の状態等について、退所時又 

は退所後１月以内に当該入所者の主治の医師に情報提供を行い、その内容を診療録に記載していること。 

 

＊かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）（ロ７０単位/回） 

•かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イの要件①、④、⑤に掲げる基準のいずれにも適合していること。 

•入所前に６種類以上の内服薬が処方されていた入所者について、施設において、入所中に服用薬剤の総合的 

な評価及び調整を行い、かつ、療養上必要な指導を行うこと。 

 

＊かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）（２４０単位/回） 

•かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ又はロを算定していること。 

•当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報その他薬物療法の適切かつ 

有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 

＊かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）（１００単位/回） 

•かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）を算定していること。 

•退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されていた内服薬の種類に比べて１種類以上減

少していること。 

 

＊緊急時治療管理加算  (５１８単位/日) 

緊急時に所定の対応を行った場合、1 月に 1 回連続する３日を限度として、加算されます。 

 

＊所定疾患施設療養費（Ⅰ）（２３９単位/日） 

肺炎・尿路感染症又は帯状疱疹・蜂窩織炎・慢性心不全について、投薬、検査、注射、処置等を行った場合１

月に１回連続する７日を限度として加算されます。 

 

＊所定疾患施設療養費（Ⅱ）（４８０単位/日） 

所定疾患施設療養費（Ⅰ）の要件に追加して施設医師が感染症対策に関する研修を受講している場合に加算さ

れる。投薬、検査、注射、処置等を行った場合１月に１回連続する 10 日を限度とする。 

 

＊認知症行動・心理症状緊急対応加算（２００単位/日） 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に介護療養施設サービ

スを行う必要があると判断しご入所された場合、ご入所日から起算して７日を限度として加算されます。 

 

＊自立支援促進加算（ ３００単位／月） 

イ 医師が入所者ごとに、自立支援のために特に必要な医学的評価を入所時に行うとともに、少なくとも３月

に１回、医学的評価の見直しを行い、自立支援に 係る支援計画等の策定等に参加していること。  

ロ イの医学的評価の結果、特に自立支援のために対応が必要であるとされた者毎に、医師、看護師、介護職

員、介護支援専門員、その他の職種の者が共同して自立支援に係る支援計画を策定し、支援計画に従った



ケアを実施していること。 

ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直していること。  

二 イの医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、当該情報その他自立支援促進の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用していること。  

イ・ロ・ハ・ニの要件を満たした場合、加算されます。 

 

＊協力医療機関連携加算（５０単位/月  協力医療機関以外 ５単位/月） 

ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機

関を定めることにより要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。＜経過措置３年間＞ 

① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。 

② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が

診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、

当該協力医療機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととす

る。 

ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再

入所させることができるように努めることとする。 

 

＊安全管理体制未実施減算 （-５単位／日） 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業

務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画

が未策定の場合、基本報酬を減算する。 

イ 事故発生防止のための指針の整備  

ロ 事故が発生した場合等における報告と、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備  

ハ 事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研修の定期的な実施 

イ・ロ・ハの要件を満たされない場合、減算されます。（令和８年３月 31 日まで経過措置を設ける） 

 

・高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上、施

設内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止することが求められることから、以下を

評価する新たな加算を設ける。 

ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締結医療機関）との連携体制を構築し

ていること。 

イ 上記以外の一般的な感染症について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等の対応を取り決める

とともに、当該協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行っていること。 

ウ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する

研修に参加し、助言や指導を受けること 

・また、感染対策に係る一定の要件を満たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地

指導を受けることを評価する。 

 

＊高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）（１０単位/月） 

イ 感染症法第６条第１７ 項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を

行う体制を確保すること 

ロ 協力医療機関等との間で、感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、協力医

療機関等と連携し適切に対応していること 

ハ 院内感染対策に関する研修又は訓練に年１回参加 

 

＊高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）（５単位/月） 

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）イ又はロを実施していること。 

・３年に１回以上実地指導を受ける 

 



＊新興感染症等施設療養費（２４０単位/日） 

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を

確保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービス

を行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定する。 

 

＊業務継続計画未策定減算 

・感染症や災害の発生時に継続的にサービス提供できる体制を構築するため、業務継続計画が未策定の際は、

基本報酬を減算する。所定単位数の１００分の３に相当する単位数を減算 

 

＊高齢者虐待防止措置未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指

針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合所定単位数の１００分の１に相当する

単位数を減算 

 

＊安全対策体制加算 （２０単位／回） 

運営基準における事故の発生又は再発を防止するための措置が講じられていない場合。 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が

整備されていることで、加算されます。※入所時に１回に限り算定可能 

 

＊科学的介護推進体制加算(Ⅰ) （４０単位／月）、科学的介護推進体制加算(Ⅱ) （６０単位／月） 

イ 入所者・利用者ごとの心身の状況等（加算（Ⅱ）については心身、疾病の状況等）の基本的な情報を、厚

生労働省に提出していること。  

ロ サービスの提供に当たって、イに規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情

報を活用していること。 

イ・ロの要件を満たした場合、加算されます。LIFE へのデータ提出頻度について、少なくとも「３月に１回」

とする。 

 

⑤   食費                  1 日あたり  １，８５０円   

    （負担限度額認定を受けている場合、認定証に記載されている食費の上限となります。） 
 

居住費（多床室利用）     1 日あたり   ５７０円  

    居住費（個室利用）      1 日あたり １，７９０円  

（負担限度額認定を受けている場合、認定証に記載されている居住費の上限となります。） 

 

⑥  退所時における療養上の指導、診療情報提供、居宅支援事業者等への情報提供などの費用 

試行的退所時指導加算   （４００単位） 

退所時情報提供加算（Ⅰ）  （５００単位/回 入所者１人に１回 居宅等に退所した場合） 

退所時情報提供加算（Ⅱ） （２５０単位/回 入所者１人に１回 退所後医療機関に入院した場合） 

    入退所前連携加算（Ⅰ）  （６００単位/回） 

    入退所前連携加算（Ⅱ）  （４００単位/回） 

    退所時栄養情報連携加算   （７０単位 １月につき１回を限度） 

    訪問看護指示加算      （３００単位 入所者 1 人につき 1 回を限度） 

 

⑦  在宅復帰・在宅療養支援機能加算（（Ⅰ）５１単位/日 （Ⅱ）５１単位/日） 

在宅復帰に向けてご家族と連絡調整を行い、ご利用者が希望する指定居宅介護支援事業者に対して、居

宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅サービスの利用に関する調整が行われ別に厚生労働大臣

が定めた基準を満たした場合、加算されます。（介護保健施設サービス費 基本型又は、在宅強化型算定

の場合） 

 

⑧  介護職員等処遇改善加算 

介護職員の賃金の改善を計画的に則り行っており、経験もしくは資格等に応じて昇給する仕組みを設 



け就業規則等で介護職員の周知を徹底し、実施しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保

健施設が利用者に対し介護保健施設サービスを行った場合、当該基準に掲げる区分に従い 1 月に利用さ

れた総単位数の 7.5％（加算Ⅰ）または 7.1％（加算Ⅱ）・5.4％（加算Ⅲ）・4.4％（加算Ⅳ）が加算され

ます。 

 

介護保険負担限度額認定について 

段階 対 象 者 
居住費 

食 費 預貯金 
個室 多床室 

第１段階 

生活保護受給者 

550 円 0 円 300 円 

要件なし 

住民税世帯 

非課税 

老齢福祉年金受給者 
1000 万円 

（2000 万円） 

第２段階 
合計所得金額と年金収入の合計
が 80 万円以下 550 円 430 円 390 円 

650 万円 

（1650 万円） 

第３段階 
合計所得金額と年金収入の合計が

80 万円超 120 万円以下 
1,370 円 430 円 

650 円 
550 万円 

（1550 万円） 

第３段階 
合計所得金額と年金収入の合計が

120 万円超 1,360 円 
500 万円 

（1500 万円） 

第４段階 
市民税課税 

世帯の方 
上記以外の方 1,790 円 570 円 1,850 円 上記以外の方 

 

（２）  その他の料金 

①アメニティ（業者委託・利用料精算時請求） 

 Ａタイプ 

１日あたり ２７０円（税込） 

タオル類、ボディーソープ、リンスインシャンプー、歯ブラ

シ、歯みがき粉、入れ歯洗浄剤、歯みがきティッシュ、テ

ィッシュ、紙おしぼり、マスク 

 
Ｂタイプ 

１日あたり ６３８円（税込） 

 

 

衣類〔ランダム衣類、肌着、下着、靴下〕（クリーニング代

込み）、タオル類、ボディーソープ、リンスインシャンプー、

歯ブラシ、歯みがき粉、入れ歯洗浄剤、歯みがきティッシ

ュ、ティッシュ、紙おしぼり、マスク 

②教養娯楽費 1 日あたり １００円 

 施設で実施される年間行事にかかる費用、日常のレクリエーション活動の工作材料

費、おりがみ、塗り絵、その他娯楽にかかる費用として計算されています。 

③理美容代（業者委託・利用料精算時請求） 

 カット １．９８０円（税込）、顔剃り ６６０円（税込）、洗髪 ４４０円（税込） 

④特別な室料 1 人部屋 1 日につき １．８４８（税込） 

 一般棟個室、トイレ・洗面の設備付加としての料金 

⑤健康管理料 インフルエンザ予防接種  実費 

⑥コピー代 １１円/枚 個人情報の開示請求等により、謄写希望時に請求いたします。 

⑦文書料 書面等発行   １通につき １．１００円～５．５００円（税込） 

⑧電気使用量 １日につき ６６円（税込） 

 ＊ 当施設に持ち込みのできる電化製品は以下記載にあるものでご利用者が自己管理

出来るものに限ります。電気ｼｪ-ﾊﾞｰ等の充電器、ﾗｼﾞｵｶｾｯﾄﾚｺｰﾀﾞｰ、ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙＣＤﾌﾟ

ﾚｰﾔｰ、ＭＤﾌﾟﾚｰﾔｰ、ＤＶＤﾌﾟﾚｰﾔｰ、小型ﾃﾚﾋﾞ、電気毛布 等 

＊ 但し、電気ｼｪｰﾊﾞｰ等の充電器だけの持ち込みに限り ５５０円/月と（税込）なります。 

＊ その他の電化製品については別途ご相談下さい。 

⑨死亡時の費用 ご遺体処置量 １６．５００円（税込）、寝巻き ３．３００円（税込） 

エンゼルセット５．５００円（税込） 

当施設、医師と面談の上当施設においてターミナルケアを行った方が対象となります。 
 

 ※消費税の取り扱いに関し、介護保健施設サービス費・食費、居住費のご本人負担額は非課税となります。 

 ※消費税率に変動が生じた場合、甲は政府が定める新税率による消費税額を自動的に負担するものとする。 

※居室の変更等により、利用料金が変更となる場合も契約内容の変更に係る特別な手続きはございません。 

※利用者の日常生活上必要となる諸費用実費また備品を事業者に支払いまた用意するものとする。 

※利用者は、介護保険法その他の関係法令の変更、要介護度の変更その他の理由により、介護報酬の利用者負担

分、居住費及び食費に変更が生じた場合には、重要事項説明の規定にかかわらず、当該理由による変更額を上限



として変更後の介護報酬の利用者負担分、居住費及び食費を請求することができるものとします。 

 

（３）  支払い方法 

    毎月 15 日頃までに、前月分の請求書を発行します。お支払いいただきますと領収書を発行いたします。お

支払い方法は、口座引落、当苑窓口払い、口座振込、現金書留があります。口座引落の場合、ご利用者様の

希望される金融機関及びゆうちょ銀行より口座振替となります。お引落日は、毎月 27 日となり、土日・祝

日の場合には翌日及び翌々日となります。残高不足で引落不可能となった場合には口座振込、又は当苑窓口

払いのみのお支払いとなります。 

なお、領収書等についての再発行は致しかねますので、紛失等ないよう管理の程お願い申し上げます。 

 

 

７．サービス内容 

 ① 施設サービス計画の立案 

 ② 短期入所療養介護計画の立案 

 ③ 通所リハビリテーション計画の立案 

④ 食事（食事は原則として食堂でおとりいただきます。） 

   朝食   7 時 30 分～    昼食 11 時 30 分～   夕食 17 時 30 分～ 

⑤ 入浴（一般浴槽のほか、入浴に介助を要するご利用者には、特別浴槽で対応します。入所ご利用者は、週

に最低２回ご利用いただきます。但し、ご利用者の身体の状態に応じて清拭となる場合があります。） 

 ⑥ 医学的管理・看護 

 ⑦ 介護（退所時の支援も行います） 

 ⑧ 機能訓練（リハビリテーション、レクリエーション） 

 ⑨ 相談援助サービス 

 ⑩  理美容サービス（原則月 4 回実施します。） 

⑪  基本時間外施設利用サービス（何らかの理由により、ご家族等のお迎えが居宅介護サービス計画で定めら

れた通所リハビリテーション利用時間の終了に間に合わない場合に適用） 

 ⑫ 行政手続代行 

 ⑬ その他 

＊これらのサービスのなかには、ご利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものもありますの

で、具体的にご相談ください。 

ご利用料金の計算は、介護保健施設サービス費に各種加算減算項目を加えた総単位数に、介護職員等処遇改

善加算Ⅰ（介護老人保健施設 7.5%）、地域区分（松戸市＝５級地）（１単位 10.45 円）を乗じて計算された金

額の利用者負担の割合（１円未満切上）と食費・居住費・日用品・教養娯楽費及びその他の実費（理美容料

や電気使用料など）を合わせた金額となります。  

介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われない場合があります。

その場合、料金表の利用料金全額をお支払い下さい。その際は、利用料のお支払いと引き換えにサービス提

供証明書と領収証を発行します。  

サービス提供証明書及び領収証は、後に利用料の償還払いを受けるときに必要となります。 

 

 

８．協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関や歯科診療所に協力をいただき、ご利用者の状態が急変等した場合には、速やか

に対応をお願いするようにしています。 

【協力医療機関】    

・名 称  千葉西総合病院      047-384-8111   ・住 所 千葉県松戸市金ヶ作 107-1 

・標榜科目  内科・循環器科・消化器科・小児科・外科・心臓血管外科・整形外科・脳神経外科・形成外

科・皮膚科・泌尿器科・産婦人科・眼科・耳鼻咽喉科・歯科口腔外科・麻酔科・リハビリテーション科・

放射線科等 

【協力歯科医療機関】 

・名 称   立川歯科医院我孫子診療所 04-7196-7399  ・住 所  千葉県我孫子市つくし野 6-1-15                

 



◇緊急時の連絡先 

   なお、緊急の場合には、契約書にご記入いただいた連絡先に連絡しますので、緊急連絡先をお知らせ下さい。

ご都合によりご連絡対応が難しい場合は、必ずお申し出いただき代理となる方のご連絡先をお届けください。 

 

 

９．非常災害対策 

非常時の対応 
別途定める「まつど徳洲苑消防計画」「洪水時の避難確保計画」に則り対応を行ない

ます。 

平常時の訓練 
別途定める「まつど徳洲苑消防計画」に則り年 2 回（9 月・3 月）日中及び夜間を想

定した、避難訓練をご利用者も参加して行ないます。 

防災設備 スプリンクラー、消火器、火災報知機、非常放送、誘導灯、消火栓等 

非常備蓄 入所者 3 日分の水・食料 

 

 

１０．留意事項 

 （１）はじめに 

  当施設は「永住」の為の施設ではなく、家庭復帰を目的とした施設です。その為、原則として 3 ヶ月毎（ご

状態の変化があった場合はその都度毎）に入所継続の可否を検討するとともに、可能な限り家庭復帰への働

きかけを致しますので、ご協力をお願い致します。 

  

（２）面会 

  面会時間は 14 時 30 分～16 時までです。当施設はご家族とのふれあいを大切にしておりますので、ご都合

の付く限り面会にお越し下さい。面会のないご家族には、当施設より連絡をしてお願いをすることもありま

すのでご協力をお願い致します。面会の際は、所定の面会簿への記入をお願い致します。（世間の感染状況

等により予告なく面会制限（中止または変更）することがあります。） 

 

（３）外出・外泊 

  当施設は家庭復帰を目的としておりますので、ご利用者の状態に応じて、ご家族へ外出・外泊をお願いする

ことがありますのでご協力をお願い致します。ご家族との繋がりが希薄にならないよう、出来る限り外出・

外泊を行って下さる様お願い致します。なお、外出・外泊をされる際には届出が必要となりますのでご了承

下さい。また、外出・外泊をする際は、必ず、ご家族の同伴をお願いします。（連続した外泊に関しましては、

介護保険上１月につき６日間が限度となりますので、長期の連続した外泊をお考えの場合は担当の支援相談

員までご相談ください。） 

 

（４）衣類の洗濯 

  衣類の洗濯は原則として業者委託をご利用いただきます。 

  なお、私物洗濯の業者委託に関しましては、ご利用される方と(株)サンライズとのご契約になります。また、

アメニティの利用につきましても（株）アメニティとの契約になりますので、ご利用時のご注意をよくお読

みになられた上でご利用のご判断をお願い致します。 

 

 （５）医療機関への受診・入院 

  ご入所中に大きな受傷や、容態の急変が起きた場合には、直ちにご家族へ連絡し、医療機関への受診となり

ます。また、大きな受傷、ご容態の急変以外にも当施設医師の指示により、医療機関への受診が必要となる

場合があります。（施設車両を使用の場合は、9：45～14：00 となります。） 

  なお、医療機関における「説明と同意」を受ける為、受診の際はご家族の立会いが原則となります。 

  受診時の医療費の支払いについては、介護老人保健施設入所中は制度上医療保険が適用されるものとされな

いものに分かれており、適用されるものについてはご利用者負担、されないものは当施設の負担となります。

受診の際は先方の医療機関に宛てた施設入所中の文書を発行致しますので、当施設医師の指示の下受診され

るようにお願い致します。（なお、外出・外泊の際も同様の扱いとなりますので、緊急の場合を除き医療機関

の受診を希望される場合は、当施設までご相談下さい。施設医師からの指示なく受診されますと、介護保険



法上自費診療となりご利用者の負担となる事もございますのでご留意ください。） 

  医療機関にご入院された場合は、介護保険法上ご入院日を以って介護老人保健施設は退所となります。 

 

（６）お薬について 

   ご入所中は、当施設の医師がご利用者に対しての主治医になり、お薬についても当施設医師が処方致しま

す。ご入所中の身体・精神状況の変化によるお薬の増減や、ジェネリック医薬品への変更をすることもご

ざいます。また、高額の薬剤服薬を希望される方については、薬剤費の負担上昇分も考量し検討させて頂

きますので、ご了承ください。 

 

 （７）身体的拘束その他の行動制限について 

   当施設は、原則としてご利用者に対し、身体的拘束その他の行動制限を行ないません。但し、ご利用者ま

たは他のご利用者の生命または身体を保護する為緊急やむを得ない場合には、施設管理者が判断し、行動

の制限を行なうことがあります。 

   その場合には、ご家族に対し、事前又は事後速やかに行動制限の根拠、内容、見込まれる期間について説

明をし、文書での同意を得た上で行ない、行動制限についての状況を記録すること、ご利用者のご状態が

改善された場合には即座に中止することとします。 

   なお、身体的拘束等の適正化のための措置（委員会の開催等、指針の整備、研修の定期的な実施）を義務

付ける。また、身体的拘束等の適正化のための措置が講じられていない場合は、介護保険の基本報酬を減

算する。 

 

 （８）入所中の転倒や受傷、事故対応について 

  ご利用者の中には、認知症の症状の出現・進行、認知症疾患の有無に関わらず環境の変化等の理由により、

これまでには見られなかった行動や症状が出現することがあります。特に夜間の不眠や徘徊等の行動による

転倒やベッドからの転落等の事故の可能性が考えられます。また、トイレでの移乗時など無理をして転倒・

受傷する例見受けられます。職員一同その様な事が起こらない様に日々最善の努力をしてまいりますが、事

故が発生した場合は、受傷の有無に関わらずご家族に対して事故の経過などをご連絡致します。本契約書に

記載されたご扶養者様にご連絡を入れさせて頂くとともに受傷の程度に応じて速やかに対応させて頂きます

ので、ご理解とご協力をお願い致します。 

  受傷により医療機関を受診された場合には監督官庁及び保険者等の行政機関（千葉県健康福祉部高齢者福

課・松戸市役所介護支援課介護給付担当室）への報告義務がございます事を予めご了解ください。 

  なお、当施設では、損害賠償保険に加入しております。 

 

（９）入所中の身体・認知機能の変化について 

  ご利用者の中には、ご入所中に身体機能や認知機能に大きな変化が現れる方や、徐々に低下される方も多く

見受けられます。この変化については、良い方向・悪い方向への変化２つが有ります。 

特に身体・認知機能の重症化・ご病状の進行や悪化・新たな御病気の発症等につきましては出来るだけ早い

時期にご利用者・ご家族にご状況を知って頂き診療・介護方針を選んでいただきます。 

  なお、選ばれる方針によっては介護保健施設サービスの提供可能範囲を大きく超えてしまうことも考えられ、

その際は介護老人保健施設まつど徳洲苑介護老人保健施設サービス契約第１３条４号により介護保健施設サ

ービス契約が解除されることが有ります。 

 

（１０）虐待防止の取り組みについて（予防的観点から） 

 虐待のない施設としてあり続けるために、全ての職員がご利用者の安全が最優先されるという意識を共有し

ていくことを心掛けております。 

その為に、施設内での会議や施設内研修を通じて絶えず虐待防止の意識をしております。当施設ではご利用

者に対し、より良いサービスを提供していくためにご利用者一人ひとりの状態を把握し、施設介護計画に反

映する等、「個別ケア」の提供を目指しております。 

  なお、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の

開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、介護保険の基本報酬を

減算することとする。 

 



（１１）感染症・食中毒防止について 

当施設は、感染症が発生し又はまん延しないように、感染症及び食中毒の防止マニュアルを作成し、その

防止のための体制を整備します。 

 

（１２）褥瘡対策について 

当施設は、ご利用者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、褥瘡が発生しないような

適切な介護に努めるとともに、褥瘡防止マニュアルを作成し、その発生を防止するための体制を整備しま

す。 

 

（１３）個人情報の使用について 

ご利用者のためのサービス計画に沿って、円滑にサービスを提供するために実施されるサービス担当者会

議、介護支援専門員と事業者との連絡調整、並びに医療機関の受診等において、個人情報の使用を必要と

する場合があります。個人情報を使用する場合は、下記の条件のもとに利用者及び利用者の代理人（ご家

族や後見人等）の同意を得るものとします。 

① 個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係者以外の者に漏れることのないよう細心の注

意を払うこと。 

②  個人情報を使用した会議、相手方、内容等の経過を記録しておくこと。 

③  使用する期間は当施設と別に締結する介護老人保健施設サービスの契約期間内であること。 

 

（１４）禁止事項 

  当施設では、施設職員・ご利用者及び身元引受人・ご利用者ご家族・ご関係者の方々に対しての営利行為、

宗教の勧誘、特定の政治活動、迷惑行為は禁止させて頂いております。（場合によっては、ご面会をお断りす

る場合もございます。予めご利用者ご家族・ご関係者の方々にはご承知おきくださいます様お願い申し上げ

ます。） 

  ご利用者の喫煙に関しましては、原則的として禁煙とさせていただきます。 

  飲酒につきましては、身体的な影響や他のご利用者にご迷惑が掛かる恐れ事がある為、原則として禁止とさ

せて頂きます。 

  金品・貴重品の紛失・盗難についての責任は一切負いかねますので、持ち込まないようにして下さい。刃物

等の危険物に対しても同様にお持ち込みを禁止させて頂きます。 

  飲食物については、食中毒や事故等の原因となりますので、お持込は原則禁止とさせて頂きます。 

介護保険証、後期高齢者医療受給者証、介護保険負担限度額認定証等に変更があった場合は、当施設へご提示

下さいます様お願い致します。 

 

 

１１．苦情・要望・意見の受付について 

  当施設の施設入所サービスの提供について、いつでも苦情・要望・意見を申立てることができます。なお、

申立をしたことによる不当な差別待遇を受けるようなことは決してありません。 

  下記の受付窓口のほかに、「ご意見箱」を 1 階受付、各階ステーションに設置してありますのでご遠慮なく申

立てください。 

  「ご意見箱」のご活用に関しましては、無記名での投書でも構いませんが、個人的に施設担当者からの回答

をご希望される場合には、ご利用者のお名前とお申立者のお名前ご連絡先のご記入をお願い致します。 

 

（１）まつど徳洲苑 相談・苦情受付窓口 

苦情解決責任者 看護・介護責任者 

苦情受付担当者 支援相談員 介護支援専門員 

電話番号/ FAX 番号 ０４７－３０９－７１７２ / ０４７－３０９－５１２５ 

受付時間 月曜日～土曜日 ８時３０分～１７時００分  



ご意見やご要望のお申立てについては、詳細は、苦情受付担当者までお問い合わせ・ご相談ください。 

但し、匿名で対応については、ご回答に制約が出てしまう場合もございますので、予めご了承ください。 

 

（２）公的機関の受付窓口 

松戸市役所 

介護保険課 介護給付担当室 

千葉県松戸市根本３８７－５  

０４７－３６６－７０６７  

柏市役所 

健康医療部 高齢者支援課 

千葉県柏市柏 5 丁目 10 番 1 号本庁舎別館 2 階 

０４－７１６８―１９９６  

流山市役所 

健康福祉部 介護支援課 

千葉県流山市平和台 1 丁目 1 番地の 1 

０４－７１５０－６５３１  

千葉県国民健康保険団体連合会 

介護保険課 苦情処理係 

千葉県千葉市稲毛区天台６丁目４番３号 

０４３－２５４－７４２８  

千葉県健康福祉部 

高齢者福祉課 介護事業者指導班 

千葉県千葉市中央区市場町１－１本庁舎１2 階 

０４３－２２３－２８３４  

 

 

この重要事項説明書は、説明と同意の確認のために 2 通作成し、利用者と事業者が各々 署名押印して 1 通ずつ保有し

ます。利用期間中はいつでも確認できるところでの保管をお願いいたします（なお、署名押印は契約書に一括して行いま

す）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.nagareyama.chiba.jp/section/1010027/1010030.html

